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いただいておりますので、それも参考にしてい

ただければと思います。

公的年金の存在理由に関しましては、例えば

堀先生は資料の25ページで、公的年金は社会保

障の一環として国家が国民の生活を保障するた

めのもので、社会扶助が機能していないので社

会保険という形が取り入れられているというお

考えを示されています。それから八代先生は、

資料33ページにあるように、公的年金の存在理

由として最大のものは強制貯蓄だとしておられ

ます。要は、年を取ってお金がなくなったら政

府に見てもらえるのではないかというモラルハ

ザードを防ぐために公的年金があるのだという

ようなことです。この辺について、盛山さんに

は必ずしもはっきりしたお考えを示していただ

いていないようなので、お話しいただけますで

しょうか。

■盛山 実は私がこの問題についてあらかじめ

レジュメを書かなかった一番大きな理由は、た

だ非常に書きにくかったということです。この

問いへの答え方は、大きく分けて、現状の公的

年金について存在理由を述べるか、あるいは本

来あるべき公的年金について存在理由を述べる

かによって若干違ってくると思うのです。

現状の公的年金の場合、これをやめるという

選択肢と続けるという選択肢を比べた場合に

は、続けるという選択肢の方がベターだと私は

思います。しかし、それだと非常に消極的理由

でしかありません。つまり、第一の理由がやめ

るときのコストがあまりにも膨大過ぎるという

消極的なものになるということで、これはあま

りいい話ではありません。

本来の公的年金を想定すると、まず一番大き

な理由は社会的な連帯だと考えています。社会

的な連帯とは、かつては老後の所得保障その他

は基本的に家族あるいは親族の範囲内でカバー

していたのですが、いろいろな社会の変化の中

20―ニッセイ基礎研 SYMPOSIUM 2009

論点整理

■臼杵 日ごろより日本生命、並びにニッセイ

基礎研にご支援いただき、また本日はご多用の

中ご来訪いただきましてありがとうございま

す。

お手元にお配りしております資料の中に、

「シンポジウムの論点と参考資料」というもの

がございます。4ページをご覧いただきますと、

本日の論点として大きく四つ挙げてございま

す。一つが公的年金の存在理由と評価の基準、

二つ目が現行制度の公平性について、三つ目が

その他の課題とその対策について、四つ目がい

わゆる抜本改革についてでございます。その後

のページにそれぞれより詳しい論点を示してい

ますが、恐らくはこれだけの論客の方に来てい

ただきまして、また盛りだくさんの論点を盛り

込んでおりますので、時間があまりございませ

ん。ですので、論点の紹介はおいおい議論を進

める中でさせていただくことにいたします。な

お、時間の都合上、場合によっては予定してお

りました論点を若干省くようなこともあるかと

思いますので、ご了承ください。

それからもう一つ、今回、政権交代がござい

まして、民主党が政権を取りましたので、資料

の13～14ページに、民主党がいわゆる政府に対

する対案として2004年に出しておりました年金

改革案と、衆議院選挙のマニフェストで出して

おりました年金改革案をお示ししております。

その辺もぜひ取り上げて専門家の先生方にご論

評いただければと思っております。

1--------公的年金の存在理由と評価の基準

■臼杵 それでは、議論を進めてまいりたいと

思います。最初は公的年金の存在理由と評価の

基準についてです。参考資料の後ろに、この論

点に関する先生方のお考えを簡単にお示しして
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で、家族が家族の面倒を見るということではな

く、一人の国民を社会全体が見ていくという仕

組みに徐々に変わっていく、その一つの表れと

して公的年金というものが存在するというのが

私の基本的な理解です。

ただ、残念ながら現在の公的年金はいろいろ

な形で不信感や不安感を持たれています。つま

り、連帯の象徴であるよりは、むしろさまざま

な不信と世代間のそねみのようなものの温床に

なる危険性を持っていて、この点を改善しない

と、きちんとした存在理由を持った公的年金に

はなりにくいと考えています。

■臼杵 盛山さんは社会的連帯を強調されたの

ですが、堀さん、八代さんから、もし何か付け

加える点、あるいはここでお話しされたいこと

はあれば。

■堀 私の意見は資料の25ページの説明でほぼ

尽きています。社会保険方式の公的年金につい

て、私的保険と同じような存在理由を挙げる方

がおられますけれども、私はそれは違うと考え

ています。アルベールやニコラス・バーは、ア

ルペン型の保険とアングロサクソン型の保険は

違うと述べています。社会保険はドイツ、フラ

ンスの社会連帯の理念から発展してきたもの

で、労働者や商工業者などの相互扶助から成立

してきたものです。公的年金は自分の老後に向

けて保険料を積み立てるという私的保険の考え

方よりも、盛山さんが言ったような連帯の理念

に基づく部分が相当あると考えています。もち

ろん、自分が納めた保険料が年金として戻って

くるという面は当然あります。

■八代 私の考えも、今、堀先生や盛山先生が

言われたこととは矛盾してはいません。年金と

いうものは社会保障の一部として、人々の助け

合いの仕組みであることについては、全く合意

します。ただ、そのためには「公平な助け合い」

でなければいけない。特定の世代だけが得をし
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て、ほかの世代がその犠牲になるようなことで

は、信頼性は得られません。この点、昔から堀

先生に経済学者は損得勘定ばかりを考えると批

判されているのですが、ある程度のメリット・

デメリットを考えなければ、社会的な助け合い

としての制度は維持できないと考えています。

それから、社会保険と私的保険の違いについ

ては、私は加入に強制性があるかないかの1点

だと思います。自分の老後のための資金は本来

であれば私的保険で賄えば良い。なぜそれでは

駄目なのかというと、既に生活保護制度がある

ため、働いて所得がある時には全部使ってしま

って、老後は福祉に依存するモラルハザードを

防ぐことが公的保険でないと難しいためです。

従って、「強制貯蓄」という機能が社会保険の

最も大きなポイントだと考えており、それは社

会的な助け合いということと何ら矛盾しないと

思います。

その意味で、今の国民年金制度には大きな欠

陥があります。法律上は強制ですが、実質的に

は自発的納付であって、現に未納付や免除者が

5割以上いるわけです。こういう国民年金の問

題点に真剣に向き合い、確実に、低コストで、

全員に保険料を強制できるような年金制度に変

えなければいけないと思っています。

■臼杵 ありがとうございました。これを突き

詰めていくとまたいろいろな論争が出てくると

思うのですが、むしろ具体的なお話で今の公平

性などの話を展開していただきたいと思います

ので、早速、2番目の現行制度の公平性につい

てのご意見を伺いたいと思います。

2--------現行制度の公平性について

--世代内の公平～3号被保険者問題 --

■臼杵 まず、資料の6ページに世代内の公平

と世代間の公平という論点を挙げております
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が、今お話にありました1号と2号の問題、未

納・未加入という問題はまた後で取り上げます

ので、まず3号の問題についてお願いいたしま

す。これまでの国の説明は、世帯単位で見れば

同じ保険料に対して同じ給付なので公平だとい

うようなお話だったと思うのですが、その点に

ついて、八代さんからお考えを伺いたいと思い

ます。

■八代 この第3号の問題については、実は堀

先生と20年前から議論しておりまして、一向に

ギャップが埋まらないのです。今、臼杵さんか

らご説明がありましたように、最初から世帯単

位で考えれば、つまり夫婦合計で見た給与が同

じであれば、全く同じ保険料負担で、同じ給付

をもらうということで、何ら不公平ではありま

せん。だから問題はないというお考えの方が多

いのですが、他方で、個人単位で見ればやはり

不公平があります。この場合の個人単位とは、

世帯主の所得が同じ人たちで比較するというこ

とです。単身世帯と専業主婦世帯、共働き世帯

をそれぞれ見ますと、やはり世帯主が同じ所得

であれば同じ保険料しか払いませんが、専業主

婦世帯は妻独自の保険料なしで基礎年金をもら

うことができます。単身世帯は、当然その分は

もらえません。共働き世帯は、妻も働いていま

すから、その分も保険料を払っているという形

で、差が出てくるわけです。だから、どちらか

が正しいかというより、世帯単位で見るか、個

人単位で見るかの違いが大きいということで

す。

私は年金だけではなく、労働経済学も専門と

していますが、この個人単位としての不公平が

労働市場に非常に悪い影響を与えています。つ

まり、専業主婦の方から見ると、働くと損をす

る仕組みになっています。専業主婦は保険料を

納めずに基礎年金がもらえるのに、働きに出る

と自分で保険料を払わなければいけない。しか
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し、払ってももらう基礎年金の額は、報酬比例

部分は少し付くかもしれませんが、同じわけで

す。そういう意味で、今の年金制度は、個人単

位で見ると公平性を欠くということが、女性の

就業を抑制するという労働市場への悪影響を強

調してきました。

それから、これは盛山先生も指摘されていま

すが、同じ専業主婦世帯でも、自営業の人とサ

ラリーマンを比較すると、国民年金は個人単位

ですから、夫も妻も自分で保険料を払うのです。

これは、保険料を自分で払わない専業主婦と違

って、夫が妻の保険料分も婚姻費用として払う

わけです。なぜそれと同じことがサラリーマン

の厚生年金にも適用できないのかということに

なるわけです。

この世帯別の公平・不公平という議論は昔か

らあったのですが、私は平成21年度の財政試算

で厚生労働省が初めてそれを公式に認めたとい

うことに意味があると思います。所得代替率と

いうものを世帯類型別で試算しまして、2050年

で50.1％という数字がよく知られていますが、

これは専業主婦世帯についてのみ与えられるも

のです。共働き世帯では、それが39.9％、男性

の単身世帯であると36.7％ということで、基本

的には世帯類型で所得代替率に差があるという

ことを厚労省がきちんと出したわけです。厚生

労働省自体が世帯類型別に差があることを認め

たことは、非常に意義があると思います。

第3号被保険者の個人としての利益がどれぐ

らいあるか、損得勘定にうるさい経済学者が試

算しますと、月6.6万円の満額年金を65歳から

女性の平均寿命の83歳までもらいますと、累計

で1470万円にも達します。こうした働き方の違

いによる年金格差には大きな問題があると思い

ます。

それから、こういう制度は、もともと専業主

婦世帯が大部分を占めた時代にできたのです

が、資料の36ページを見ていただくと分かるよ

うに、もはや専業主婦世帯は少数派です。つま

り、95年あたりを境にして共働き世帯の方が増

えて、しかもその差はどんどん広がっている。

さらにこの分母に自営業も加えれば、専業主婦

世帯は3分の1ぐらいになるわけで、そういう少

数派の世帯に対して優遇策を続けていくのは、

これからの高齢化社会では問題ではないでしょ

うか。しかも、先ほど言いましたように、女性

が働くと損をするような仕組みがビルトインさ

れているのは、今後の労働力が不足する社会で

は、大きな社会的浪費です。今後の高齢化社会

に対応するためには、この年金制度を、個人単

位で公平なものに変えていく必要があると思っ

ております。

■堀 私と八代さんとでは考えが異なり、やは

り社会保障観が違うのかなという感じがしま

す。共働き世帯と片働き世帯について、世帯単

位で見れば保険料負担も年金給付も同じだとい

うのは、世帯所得が同じであればということで

す。八代さんが言われた厚生労働省も認めたと

いうデータは、世帯単位で所得が違うものを比

較した場合のもので、世帯所得を同じにすれば、

厚生労働省のデータでも保険料負担も年金給付

も同じになっています。

社会保険では、個人が納めた保険料がそのま

ま個人に戻ってくるという仕組みではなく、世

帯単位の応能負担で保険料を納める仕組みも認

められています。応能負担ですから、給付を受

ける人が何人いようが給付が受けられる仕組み

です。健康保険でも所得が同じであれば扶養家

族がゼロでも5人でも同じ額の保険料を納めま

す。しかし、扶養家族が5人だと5倍とは言いま

せんが、扶養家族がゼロの世帯と比べてかなり

多くの医療費を使っています。これは厚生年金

の第3号被保険者についても同じで、考え方と

しては、世帯単位で応能負担をしている。第3
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号被保険者が基礎年金を受けるのは、応益負担

ではないという仕組みから来ているのです。

私は、この問題は女性の老後の年金をどうす

るかという問題ともかかわっていると考えてい

ます。一般に、女性の年金は非常に低く、老後

の貧困層の大部分は女性です。第3号被保険者

のような仕組みは、アメリカにもイギリスにも

あります。それは、こういう制度を作らなけれ

ば女性の貧困を防げないということも一つの理

由なのです。ですから、第3号被保険者制度は、

女性が老後になって、低年金になるのを防ぐと

いう意味もあるということです。

また、国民年金の第1号被保険者である自営

業者と第2号被保険者であるサラリーマンとで

は所得捕捉の問題があって、自営業者の制度と

サラリーマンの制度を別にしているわけです。

制度を別にしているのに、同じように比較する

のは意味があることなのかと私は感じていま

す。基本的に、自営業者の保険料は個人単位で

納め、片働き世帯のサラリーマンについては、

夫婦の基礎年金分の保険料を応能負担で納める

仕組みです。第3号被保険者は保険料負担も年

金給付も公平な制度になっていると私は思って

おります。

■盛山 私はこの問題について、結論的には八

代先生と同じですが、理由が少しだけ違ってい

ます。世帯単位で見たら実はそれほど不公平は

ないのですが、それはあくまで厚生年金と第3

号被保険者を比べたときの話で、第3号被保険

者と国民年金の女性とを比べた場合は第3号被

保険者の方が実は少し恵まれているという結果

が出ております。ただ、私は問題は不公平感と

いうより、キャリアの選択や自由という問題と

かかわってくるように思うのです。やはり、年

金だけではなく、医療保険も税制も専業主婦世

帯を標準的なモデルとして考えてきたというこ

とが、今の女性を中心とする若い人たちの働き

方に大きな制約をもたらしているので、この点

は改革した方がいいと思います。ですから、結

論的には八代先生に同調するところがあります

けれども、理由としては不公平だからではなく、

働き方の自由度を尊重したいというところを挙

げたいと思います。

--世代間の公平 --

■臼杵 今度は世代内ではなく、世代間の公平

についてです。この点につきましては、伊藤先

生からコトリコフの世代会計のお話もありまし

たが、そういう計算をやることが、適切かどう

かという点で、意見が大きく違うのではないか

と思っております。この点につきまして、まず

堀さんの方からご意見をいただければと思いま

す。

■堀 世代間の公平には二つの意味があると、

私は昔から言い続けています。一つは年齢グル

ープ問題で、二つは出生コーホート問題です。

年齢グループ問題とは何かというと、現在にお

ける高齢世代と若い世代との間で不公平になっ

ていないかということです。若い世代の賃金額

よりも高齢者の年金額が高ければ、世代間に不

公平があるということで、是正されるべきです。

しかしながら、社会経済が大幅に異なった出生

コーホート間で、年金の収益率などを比較する

ことに何の意味があるのかと思っています。極

端に言うと明治時代に生まれた人と昭和に生ま

れた人を比較して損だ得だと言うことに何の意

味があるのかという感じがします。

例えば私は昭和42年卒業ですが、初任給が2

万円か2万5000円ぐらいでした。今の初任給は

約20万円です。このためもあって、当時は保険

料負担額が低かったという事情があります。も

ちろん、物価上昇分がありまが、実質所得は相

当違います。私らの小さいころは本当に飲まず

食わずで、イモばかり食わされた感じがします
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けれど、今の世代は豪華な食事も食べています。

私が若いころは外国に行くなど夢また夢でし

た。今はもう小さな子どもでもハワイに行った

りします。ですから、出生コーホート間で年金

の収益率の数字を見て損だ得だと言うことには

違和感があります。また、私が若いころの世代

は、介護するだけでなく経済的にも両親を家庭

で扶養していました。今は賦課方式の年金制度

によって、若い世代全体が老親の経済的扶養を

しているという面もあるのです。そのように多

面的に出生コーホート間の格差を見る必要があ

る。もちろん、あまりにも大きな格差は是正し

なければいけないと思いますが、単純な収益率

でこれだけ格差があるというように言うこと

は、私は非常に問題だと思っております。

■八代 これも出生コーホートの違いといった

ときに、明治時代と比較するのではなく、あく

まで最近時点で見る場合には、資料の7ページ

にある生年別にみた負担と給付の状況の表を見

てください。これは厚生労働省による世代間の

給付と負担の資料に基づいていますが、実は、

最初に経済白書でこれを出したときは大騒ぎに

なりました。これで見ると、1940年生まれの

6.5倍に対して、1985年生まれでは2.3倍という

差があります。この何倍という数字自体には全

然意味がないのです。1985年生まれの人まで

2.3倍もらえるというのは、事業主負担が個人

の負担には全くならないという極端な仮定や、

年金資産の収益率を著しく高く置いている等、

恣意的な前提の結果です。しかし、この世代間

の格差が3倍近くあるということを厚生労働省

自らが認めたことが、大きな進歩です。

先ほど堀さんが言われた、昔の人は家庭内扶

養をしていた、今の人は年金や医療を社会保険

でやっている、だから同じだという考え方は、

私は受け入れられません。今でも家庭内で介護

をしている人もいるわけで、それはやはり個人

の自発的な行動だと思います。一方、社会保障

というものは強制の世界なのです。両親を扶養

している人もしていない人も、同じ所得であれ

ば同じ保険料を強制的に取られるわけで、その

二つはやはり代替的ではないと思われます。

それから、どれぐらいが不公平かという水準

も、例えば戦争を経験したかどうかということ

でもある程度は考慮しても良いかと思います

が、戦後生まれの巨大な人口のこぶである、

我々、団塊の世代までが、子どもや孫の世代よ

りも、ずっと有利な年金制度ということが、果

たして受け入れられるかどうか。先ほど伊藤先

生も言われたように、これが今の年金制度に対

する不信の大きな要因になっています。現行の

制度で得をする高年齢者が、世代間の格差は問

題ないと言っても全然説得力がないのです。や

はり若い人の立場に立ってみてどうなのかとい

う形で考える必要があると思います。

もう一つは、こういう世代間格差を維持して

おくこと自体が、結果的に高齢者にとっても不

利だということです。そういう明らかに損な制

度からは逃げ出そうというインセンティブが、

特に若年者には強い。それが後で述べる国民年

金の未納率の高まりにもつながっているので

す。被保険者ができるだけ年金保険の負担から

逃げようとするインセンティブが強いことが、

「世代間の助け合い」を基本とする年金制度を

崩壊させる大きな要因になっています。だから、

世代間格差について真剣に考え、それを完全に

直すことはできないにしても、どうしたら少し

でも是正できるかという方向で、年金制度改革

を考える必要があります。

■盛山 私からは、今のお話のどちらとも違う

ことを少し述べたいと思います。まず第一に、

基本的には今、問題になっている世代間格差を

是正することは不可能なので、不可能という前

提に立って本当は考えなければいけないと思う
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のです。仮に是正しようと思うとその方法は2

種類あって、まずは今の高齢者、あるいは団塊

の世代ぐらいまでの年金支給を大幅に削減す

る、例えば2.3倍と6.3倍の差があるとすると、

ほぼ3分の1に減額するということです。これが

社会的に受け入れられれば一つの手ですが、例

えば240万円もらっている方が80万になるとい

う状況が可能かどうかというと、私は多分、政

治的に不可能だと思います。

もう一つの可能性は、今、少なくしかもらえ

ないと予定されている若い世代の給付乗率のよ

うなものを上げていくということですが、これ

も不可能です。そうすると、制度の持続可能性

が全くなくなります。実は2.3倍というのも非常

に甘い見通しで、恐らく不可能だと思います。

実際、今の若い人たちの大部分は2.3倍ももらえ

ないだろうという見通しを持っている。2.3倍も

らえるのだったらそんなに不信感はないのです

が、それさえも出てこないだろうということが

まず年金問題の根源にあるわけです。

結論から言うと、世代間格差は、少なくとも

高齢者のある部分はもう是正不能で、若い人は

放っておけばさらに悪化するということで、こ

れをどう解決していくかという観点から考えて

いく必要があるのではないかと思います。

--制度の一元化 --

■臼杵 続きまして、世代内の公平ということ

で、特に民主党案では自営業・非正規社員とい

う第1号被保険者までを含めた一元化をうたっ

ているわけですが、この点について理念として

どうなのか、現実としてどうなのかという二つ

の面から評価していきたいと思います。まず、

盛山さんの方からご意見をお願いします。

■盛山 世代内の公平性とは何かというと、同

一拠出・同一給付がまず一番簡単な原理です。

同一といってもいろいろとありますが、例えば

40年間同じ金額の保険料を支払った人には老後

に同じ金額の給付があるということで、この原

則は、サラリーマンの中だと基本的には成立し

ていると思います。しかし基礎年金の1号被保

険者については、厚生年金とは計算方式が違い

ますからおのずから違いが生じてきて、これを

解消しようと思ったら、制度を一本化して、計

算式を一本化するしかないのです。拠出に対し

てどれだけの給付があるかという仕組みを一本

化しない限り、この手の不公平はなくならない

と思っております。

■臼杵 現実問題として、先ほどから出ていま

すように、1号被保険者の所得把握という問題

があると思うのですが。

■盛山 そういう抜本的な改革をやろうと思え

ば、所得把握は絶対に必要です。世間的には悪

名の高い社会保障番号、人によれば国民総背番

号という制度は、ここ何十年間ずっと実現して

おりません。しかし、こうした統一した番号制

度は、いろいろな公平性の問題、持続可能性の

問題その他、年金の抜本問題を解決する一番の

かなめ石で、ほかの微妙な問題はいろいろある

にしても、これが導入されない限り、公平な年

金制度は絶対不可能だと考えています。

■八代 年金の一元化はできればいいに決まっ

ていますが、盛山さんが今おっしゃったように、

いろいろな難点があります。そのときに、中心

となる第1号被保険者は、すなわち自営業とい

うイメージが強いのですが、実はその半分以上

は、低賃金の中小企業の正社員やパートタイム

の人たちで、その人たちへの厚生年金の適用拡

大を、まず、現行制度の枠内で行わなければい

けない。1号被保険者の中には無職の人もいま

すから、自営業の人は実際には2割ぐらいです。

この人たちの一元化は時間をかけてやればいい

のですが、今の制度のままでも事実上、1号の

半分の人は厚生年金の中に入れられるわけで
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す。そういう意味では既にある制度をもっと適

用拡大して一元化するということを急ぐべきだ

と思います。

今、一番大きな問題は、非正規と正規労働者

の格差です。第1号の非正社員は、賃金が低いだ

けではなく、事業者負担が全くありませんから、

将来も低年金になってしまう。だから、国税庁

のデータを使うなどいろいろなやり方で非正社

員にも厚生年金を強制適用することを最優先に

する必要があると思います。年金制度の一元化

がいつになるか分かりませんので、まずは、実

効的な一元化を優先すべきだということです。

■臼杵 その辺については確かにおっしゃると

おりだと思うのですが、産業界、特に中小企業

やパートの人をたくさん使っている業種などで

まだ結構反対があるようです。それはもうある

程度仕方がないということでしょうか。

■八代 それは仕方がないというより、そのよ

うな反対を認めてはいけないのです。なぜなら

それは、労働市場において非常にアンフェアな

ことであって、非正社員を雇えば事業者負担は

要らない、正社員を雇えば要ると言えば、当然

のことながら非正社員への代替が起こります。

つまり、政府の制度によってわざわざ非正社員

への転換を促しているわけです。今、民主党も

非正社員を減らすために派遣の規制強化などと

言っていますが、こちらの方がはるかに常用代

替の効果が大きいわけで、なぜこれをもっと強

調しないのか不思議です。

■堀 一元化といっても、統合か一元化かとい

う問題や、自営業者とサラリーマンの制度を統

合するのか、サラリーマンの厚生年金と三つの

共済年金を一元化するのか、という幾つかの案

があると思っています。実は基礎年金は給付面

ではもう一元化されていて、負担面が違うだけ

です。被用者年金制度の一元化については法案

も国会に出されて、今年廃案になりましたが、

これはすぐにできると思っています。問題は、

自営業者とサラリーマンの制度の一元化です。

我が国の年金や医療保険の制度は、自営業者と

被用者で違っています。それは、過去からずっ

と、自営業者の所得捕捉ができないからという

ことで、労働界も経済界も一元化することに反

対してきたのです。その状況がなくなるならば、

私は一元化に大賛成です。ただ、本当に実現で

きる状況にあるのかどうか、私は疑問に思って

います。

消費税にインボイス方式を導入したらとか、

納税者番号を導入したらという意見もありま

す。私はそれに賛成ですが、そういった仕組み

を導入しても、果たして自営業者の所得が明ら

かになるのでしょうか。納税者番号の場合は、

利子・配当所得などは把握できるのではないか

と思います。インボイス方式の場合は、仕入れ

は把握できても、売上の面ではなかなか把握す

ることが困難ではないかと思います。私はこう

いった努力をして一元化向けて進むべきだと思

うのです。現在は、所得捕捉の問題の他にも、

幾つかの障害があります。ある財政学の先生が

よく言っているのは、所得概念が違うのではな

いかということです。サラリーマンの場合は総

報酬ということで、賃金やボーナスや通勤手当

などすべてを含んだものに保険料が課されるの

に対して、自営業者については経費を除いた所

得に課されることになります。もう一つ、アメ

リカやイギリスなどでは自営業者もサラリーマ

ンも基本的に同じ保険料にしているのですが、

そうすると、自営業者の保険料は被保険者負担

分のほか、事業主負担分の保険料が増えて相当

上がることになります。そうすると、自営業者

や第1号被保険者である労働者の同意をどう確

保していくかということが問題になってくると

思います。



ニッセイ基礎研 SYMPOSIUM 2009―29

3--------その他の課題とその対策

--無年金・低年金と未納・未加入問題 --

■臼杵 続きまして、論点の大きな3番目であ

るその他の課題とその対策に進みたいと思いま

す。資料の8ページ（スライド11）をご覧くだ

さい。

まず最初に、最近非常に問題になっておりま

す無年金・低年金について考えてみたいと思い

ます。スライド12にあるように、特に国民年金

の受給者の中で平均的に月4～5万円以下といっ

た低年金の人が多いということが問題になって

います。加入期間が不足しているとか、免除の

適用を過去に受けた、60歳から繰り上げ受給し

ているなど、いろいろな問題があるのですが、

これを年金で解決するのか、あるいは生活保護

や社会扶助で解決すべきか、あるいは民主党が

言っている最低保障年金というような考え方も

あるかと思うのですが、どのようにこれを考え

ていけばいいのか、まず堀さんの方からご意見

をお伺いしたいと思います。

■堀 無年金・低年金は大問題だと私は思って

います。公的年金は本来的に老後の生活保障、

あるいは障がい者の生活保障、遺族の生活保障

をするもので、その目的を達せられないという

ことは問題で、ぜひとも是正していくべきだと

思っています。そのためには、私は社会保険方

式を維持するという考え方ですから、保険料の

徴収の強化やパート労働者に対する厚生年金の

適用拡大などを地道にやっていく必要があると

思います。

また、保険料免除の基準を少し見直す必要が

あるのではないでしょうか。先ほど八代さんが

保険料を払わないのは世代間に不公平があるか

らではないかとおっしゃったのですが、統計的

にみると低所得で払えないという人が多くなっ

ています。つまり、パート労働者やフリーター、

ニートなどが若い人には多いのですが、やはり

現在の非正規雇用、パート等の低賃金の問題を

解決して、この問題に対処すべきではないかと

思っています。これは単に年金制度の問題だけ

でなく、我が国全体にとって極めて重要な課題

だと思います。経済学者がどう言っても、ある

いは政府がどう言ってもなかなか難しく、経営

者等が判断することなので大変難しい問題であ

ると思うのですが、そのように根本的に解決し

ていく必要があると思うのです。

現在、無年金者はあまりいなくて、高齢者の

98％ぐらいが年金をもらっています。ただ、低

年金者が非常に多いわけです。こういった人た

ちを救うかどうかについては、保険料を納めた

人と納めなかった人をきちんと区別して考える

必要があるのではないかと思います。保険料を

納めた人以上の額の年金を支給することは大問

題です。したがって、年金制度とは別に、低所

得者に対して、何らかの社会扶助方式による仕

組みが必要ではないかと思います。

それから、基礎年金の税方式については、い

ろいろな考え方があるのですが、民主党案と八

代さんの案とは少し違うようです。民主党の案

は、すべての人に基礎年金を支給するというわ

けではなく、高所得者には支給しない、最低保

障年金のような形になっています。それから、

よく分からないところなのですが、2階部分の

所得等比例年金の保険料を納めなかった人に最

低保障年金を支給するかどうかが大問題で、民

主党は衆参両院の合同会議で2階部分の年金の

保険料を納めなかった人には最低保障年金は支

給しないと明確に言っています。そうすると、

保険料を払わない人は1階部分の年金も2階部分

の年金ももらえないということになるのでその

点は現行制度と同じです。必ずしも民主党案で

無年金・低年金問題は解決しないわけです。2

階部分の年金の保険料を納めなかった人にも最
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低保障年金を支給するという選択肢もあるので

すが、果たしてそういう制度が国民の合意を得

られるでしょうか。そういう制度にしたら、2

階部分の年金の保険料を納めないで、最低保障

年金の7万円だけをもらうという行動を誘発す

る恐れもあります。

低所得者や無職者がいる限り、なかなか皆年

金の実現は困難です。保険料の免除という制度

を設けて皆年金を達成しているわけですけれど

も、免除の手続きもせずに、保険料を滞納して

いる人に対して年金を支給することはできない

ので、低所得者にはインカム・テスト又はミー

ンズテストをする形で対応せざるを得ないので

はないかと私は思っています。

■盛山 この問題については、長期的な問題以

前に、差し当たって解決すべき問題として、先

ほど八代先生がおっしゃったことと基本的には

同じなのですが、まずパート労働者がほとんど

年金の保険料を払わないという状況がありま

す。これには、事業主そのものがパート労働者

に厚生年金を適用していないという場合と、事

業者そのものが全体的に厚生年金に加入してい

ないので国民年金しかないという場合の二つが

あります。

国民年金は自分で払うか否かですから、払わ

ないケースが多いということがあります。だか

ら、完全に所得がないのではなく、所得が比較

的低いということです。厚生年金については、

標準報酬月額の最低は9万8000円で、そういう

低い所得のところまで一応予定しているもの

の、実は運用を見ていますと、いろいろと問題

があります。私は大学の教師ですが、その他に

も準学会的な団体の役員もやっていまして、そ

こで雇っている若い職員に厚生年金を付けよう

と思って社会保険事務所へ行ったら、そこでパ

ート的な労働者は常勤労働者の4分の3以上の時

間働いていないと厚生年金を付けられませんと

言われたのです。条文や法律を調べてみると、

法律には書いてありません。どうも昭和55年の

厚生省から各都道府県あての「内かん」という

通達のようなものがあるようですが、そこでは

厚生年金を付けてはいけないと言っているので

はなく、付けなくてもいいと言っているだけで

す。ところが、現場は付けてはいけないと解釈

していて、パート労働者の厚生年金加入割合を

抑えているという状況が、現実に社会保険事務

所レベルでも生じている。当然、とくに中小企

業レベルでも生じているわけです。これをまず

是正することが必要です。それには、厚生年金

の適用を強制するなど、さまざまなやり方があ

ると思いますが、これをまず是正することによ

って、パート労働者を厚生年金の中にきちんと

入れていくということです。自営業者をどうす

るかというところにはまた難しい問題がありま

すから、別のときにお話ししたいと思います。

■八代 今の盛山先生のお話には全く異論があ

りませんので、専ら堀先生のお話にコメントし

たいと思います。

まず、今、1号で保険料を払っていないのは

本当に貧しくて払えない人だけには、疑問があ

ります。そうした人は、元々、免除されている

筈で、厚労省は、払える人には強制徴収と言っ

ているのです。それに加えて、わずか数年間と

はいえ、20歳以上の学生も払わなければいけな

い。堀先生の言う応能負担だと、学生には所得

がないから払わなくてもいいはずなのに、扶養

者が払えということになっている。これは専業

主婦は自分の所得がないから払わなくてもいい

のが応能負担だというのと真っ向から矛盾して

います。これは形式的に、学生は国民年金だか

ら制度が違うという先ほどの話になるのでしょ

うが、制度が違うから仕方がないと言うのでは

なく、そのような違う制度を一本化するという

ことが、経済財政諮問会議等の考え方です。
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それから、年金の専門家は、低賃金労働者が

いなくなれば今の年金制度でもいいとよく言わ

れるのですが、これは自分の家の前のごみを隣

の家の前に掃き寄せるようなものです。今後の

低成長・高齢化社会では、過去のような高度成

長は無理です。そうであれば、過去の高度成長

期にでき上がった現行の年金制度を、今後の低

成長で低賃金労働者が不可避な状況でも維持可

能な方向に変えていかなければいけない。これ

は、現行制度を変えずに社会環境を変えろと言

うのと、社会環境が変わっているのだから、そ

れに応じて制度を変えなければいけないと言う

のと、どちらが説得的かという問題になるかと

思います。

無年金・低年金の問題はやはり制度的に解決

できるわけで、それは、先ほど少し堀先生も言

われましたが、目的消費税方式なわけです。こ

れは後でまた議論しますけれども、目的消費税

方式というのは別に、私が言い出したわけでは

なく、今から30年前の社会保障制度審議会が出

した基本年金方式であり、年金改革の歴史とと

もにあった考え方です。ただ、これを厚労省は

年金審議会で、頭から排除して、ほとんど議論

してこなかっただけです。こういう選択肢もあ

るということを、今の未納・未加入問題を解決

する切り札として考える必要があります。それ

が、逆に言えば将来の無年金・低年金問題の解

決にもつながります。

■臼杵 8ページのスライド11、3番目に未納・

未加入とあるように、一応別の問題として取り

上げようかと思っておりましたが、今、八代さ

んの方から未納・未加入についてもかなり突っ

込んだご意見をいただいておりますので、堀先

生の方から未納・未加入についてどう考える

か、反論を含めてコメントをいただければと思

います。

■堀 社会経済の変化に応じて制度を変えてい

かなければいけないということはそのとおりだ

と思います。ただ、八代さんが言っているよう

な税金で年金の費用を賄う、あるいは社会保障

の費用も賄う、社会扶助方式で行うという議論

は、実は昭和50年代の話ではなく、世界的には

1890年代からありました。ドイツは1889年に社

会保険方式の年金制度を作り、ニュージーラン

ドやデンマークはいわゆる税方式（社会扶助方

式）の年金制度を作りました。その後の流れを

見ると、基本的には社会扶助方式にはいろいろ

な問題があって、社会保険方式の方が優れてい

るということから、先進産業国ではほとんど社

会保険方式を採用しているわけです。社会保険

方式の何がメリットかというと、これはまた後

での議論と結び付くかもしれませんが、やはり

私は老後に備えて、あるいは障がい者になるの

に備えて、あるいは自分が死亡する場合に備え

て保険料を納めるということで、ここが非常に

重要だと思っています。それが、社会保険方式

が世界中に広まった理由ではないでしょうか。

それから、学生の話はこれまた特殊な例です。

20歳以上の学生は国民年金制度ができた昭和36

年からずっと任意加入であったわけです。とこ

ろが、学生無年金障害者訴訟というものが起き

て、憲法訴訟まで起きたので、強制加入にして

保険料を免除するという仕組みにしただけの話

です。学生は学生でなくなった後、社会に出た

ら保険料を払う、というのが基本です。学生の

老後の生活のための保険料を親が払うというの

も変な話ですから、学生納付特例ということで

親が学生の保険料を払わなくても済むようにし

たのです。

それで、後でまた八代さんが話をすると思う

のですが、保険料を納めていないという人は圧

倒的に少数だと私は思っていて、そういう少数

の者のために、社会保険方式の年金をやめて社

会扶助方式の年金にするのは、何かしっぽが頭
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を動かすような感じがしています。要するに社

会扶助方式で年金を支給する仕組みは、国家が

高齢者などを救済をする仕組みだと私は思って

います。社会保険方式の年金はそうではなく、

事前に保険料を納めてリスクに備える制度であ

り、その方が理念的にも望ましいと考えており

ます。

■盛山 消費税方式の問題については後で述べ

ますが、先にこの未納・未加入問題に関して言

うと、そもそもこれが問題になるのは、1986年

の基礎年金制度の導入後、強制加入方式を基礎

年金について取って、とくに1991年からは、先

ほどから問題になっている学生に関しても、本

人には支払い能力がないにもかかわらず、親が

払えというたぐいの制度を現在作ってしまった

からです。だから、強制なのにもかかわらず、

実は未納が生じてしまうわけです。

この未納が生じてしまう理由は、一つは払え

ないというもので、もう一つは払いたくないと

いうものです。払えないという人には実は免除

があるのです。ただ、免除規定が面倒なので、

あまり申請しない。払えないという人はもっと

自由に払わなくてもいいことにすれば、制度上

の欠陥ではなくなります。他方、払いたくない

という方がまだたくさんいます。払えるのに払

いたくない人をどうすればいいか。この問題は、

入ることにどういうメリットがあるかというこ

とが見えないと解決しません。ところが、今の

制度だと必ずしもそれが見えない。将来は破た

んするかもしれないと若い人はみんな思ってい

るわけです。入ったってしょうがないという気

持ちがある限り、未納・未加入問題は解決しま

せん。だから、八代先生のような方はこれを解

消するために消費税方式をと言われるのです

が、私はそれについては必ずしも賛成ではなく、

別の方法で解決するしかないだろうと思ってい

ます。

--なぜ税方式なのか --

■臼杵 今の盛山さんのお話で、破たんすると

思うから未納・未加入なのか、未納・未加入が

あるから破たんするのかというあたりは、実は

社会保障国民会議でも未納・未加入が増えても

そんなに財政上の問題はないのだという議論が

ありました。あるいは、堀さんから税方式にし

ても低年金・無年金は出るのではないかという

お話もありましたので、かねてから税方式を主

張されている八代さんの方から、その辺も含め

て税方式の長所というか、なぜ税方式化という

点についてお話しいただきたいと思います。

■八代 まず、税方式と言う場合に、実は、こ

れには二つの方式があります。よく混同される

のですが、一つは一般財源（所得税、法人税、

消費税等）を用いて年金の給付に当てるという

ものです。これでは、堀先生が言われたように、

老後に備えて保険料を納めるのではなく、いわ

ば福祉のような形の年金になってしまうから駄

目なのだというご意見があります。私も実はそ

の意見には賛成です。税方式と言っているから

社会保険方式に反対だというのは誤解であっ

て、むしろ社会保険方式を守るために目的税方

式が必要だと言っているのです。その考え方は、

実は社会保障審議会の基本年金方式というとこ

ろにあります。つまり、軍備や公共事業に使わ

れることは絶対にない、年金のためだけに使わ

れる消費税を新たに作るわけです。今の消費税

は地方に配分したりしていますが、そうではな

く、新しい年金目的消費税を作るというのが経

済財政諮問会議の考え方でした。

これは、今の社会保険料も、実は厚労省所管

の目的所得税だと考えれば良いわけで、社会保

険庁が徴収するから保険料という名称になって

いるだけです。例えばアメリカの年金制度は日

本とほとんど同じ仕組みなのですが、Social
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security contributionではなく、Social security

taxと言われているのは、日本の国税庁に相当

するところが取って、社会保険庁に相当すると

ころに帳簿上移しているからです。いわば、社

会保険目的税か社会保険料かは、どの行政組織

が徴収するかの違いです。ですから、今の目的

所得税である社会保険料を目的消費税に変える

だけで、そんなに大きな改革ではない。そうし

ないと、実質的な未納者がどんどん増えて、社

会保険方式が守れないのです。未納者は340万

人で年金加入者の5％にすぎないといわれます

が、免除者を入れると12～13％になります。未

納か免除かは手続きをするかしないかの違いで

あって、年金財政にとっては保険料を払わない

という意味で同じことです。だから、免除者を

増やして未納者を減らすという、今の社会保険

庁のやり方は財政面からみれば、何の解決にも

なりません。

そう考えたときに、すでに無年金者になった

人には、福祉で対応するしかないのですが、将

来の無年金者をなくすことはできます。これは

今までの保険記録を取っておいて、来年から消

費税の形で、被保険者が全員確実に保険料を納

めるという制度にリンクする。これだと完全移

行までに40年かかるという批判がありますけれ

ども、40年かかっても、全くできないよりはは

るかにましです。ですから、現実的に今の社会

保険方式を守るための政策が、この目的消費税

方式と考えています。

それから、保険料の未納というととかく国民

年金だけの問題のように言われますが、実は厚

生年金でも非常に深刻な状況です。これは会計

検査院が毎年指摘しているのに、厚労省は全く

対応していないのは無責任だと思います。また、

2006年の総務省行政監察で厚生年金の未納率を

推計したことがありましたが、実に30％の事業

所、被保険者の7％が厚生年金保険料を払って

いません。つまり、事業主ベースでの未納問題

も着実に進行しているわけで、これは今の不況

下ではもっと広がっている筈です。未納という

問題はいわばウイルスのようなもので、事実上、

一部の人に認めておきながら、そんなものは少

ないからいいと放置しておけば、年金制度への

不信からどんどん広がっていきます。だから、

誰もが逃れられない目的消費税の形で社会保険

料を納めさせるということが重要なのです。こ

れは保険料の代わりですから、給付へのミーン

ズテストなどとは無関係です。民主党の言って

いる最低保障年金は、より古典的な税方式のよ

うで、別のものです。

今の年金制度を守るためには、社会保険庁の

小手先の対応ではなく、誰もが逃れられない公

平な消費税の形で保険料を納めさせるというこ

とが不可欠だと、諮問会議等では考えているわ

けです。

資料34ページをご覧いただきたいのですが、

現行の基礎年金制度は、まさしくこの未納問題

に対応するために厚生労働省が作った制度であ

って、確かに未納者が増えても、一見、大丈夫

なようになっています。それはなぜかというと、

サラリーマンがその分の負担を、肩代わりする

ようになっているからです。

どういう仕組みかというと、基礎年金の給付

額は、その受給者の数で決まっていますから、

基礎年金への拠出額は国民年金と厚生年金と共

済組合の被保険者の数で割り振って分担するこ

とになっています。これは一見すると公平な仕

組みのようですが、国民年金の被保険者からは

未納者、免除者が除かれているというトリック

があります。ですから、未納者、免除者がいく

ら増えても国民年金の受給者には影響はないわ

けで、その費用は数の多いサラリーマンにしわ

寄せするという仕組みになっているわけです。

こうしたトリックをサラリーマンはみんな知り
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ませんが、怒るべきだと思います。厚労省が消

費税方式の導入を防ぐために、未納者、免除者

が増えるごとに、サラリーマンにそのツケを回

す、「悪魔のような悪知恵の仕組み」を作った

のです。まさに、必要な改革を怠り、保険料を

取れるところから取ればいいという行政の典型

例です。

■臼杵 少し確認させてください。八代さんの

いう消費税方式にした場合、消費税をかけると

物価が上がって、その分は年金を物価スライド

することに普通はなっていますが、その場合は

どうなるのですか。

■八代 これはアイルランドなどで例があった

と聞いていますが、消費税を上げると、当然、物

価が上がって、それをそのままインフレスライ

ドで年金を増やしたら高齢者は負担しないこと

になります。その場合は消費税による物価上昇

分はインフレスライドから除くという形で高齢

者にも負担していただくということになります。

■臼杵 そうすると、例えば60歳以上の人は実

質的に年金が下がるということですか。

■八代 手取りの年金額は下がりますね。それ

からもう一つの問題は、せっかく40年間保険料

を納めた人が、また消費税の形で死ぬまで保険

料を納めるということで、二重の負担が起こる

ということです。これがけしからんという意見

もあるのですが、私は以下の二つの理由でそれ

は正当化されると考えております。

一つは、先ほどありましたように、世代間格

差が非常に大きいわけで、この格差を、高齢者

が負担する消費税で、完全ではありませんが、

是正することができるというものです。われわ

れの試算では、4分の1ぐらい世代間格差を是正

する効果があると思います。それから2番目は

高齢者相互間の不公平に関することで、実はニ

ッセイ基礎研のペーパーによると豊かな高齢者

ほど長生きします。ですから、豊かな高齢者ほ

ど報酬比例年金をたくさんもらうだけではな

く、貧しい高齢者よりも場合によっては2倍近

く長生きして、それだけ多くの年金をもらうわ

けです。年金制度には若干の所得再分配効果が

あるのですが、これに寿命格差を入れれば逆所

得移転が生じるわけです。これを防ぐためにも、

豊かな高齢者にはお金をどしどし使ってもらっ

て、それに比例した消費税を負担していただき、

それを貧しい高齢者の年金給付に当てるという

仕組みは公平ではないでしょうか。

■臼杵 もう一点、私の方からお伺いしたいと

思います。基礎年金については、確かに未納・

未加入が増えれば、今の時点では2号の厚生年

金から基礎年金拠出金という形でサラリーマン

が保険料をたくさん出さなくてはいけなくなる

と思うのですが、逆に40年後になれば、未納・

未加入の人たちは年金をもらわないわけですか

ら、例えば納付率がゼロになってしまえば、基

礎年金は全くサラリーマンだけの制度になっ

て、そういう意味では逆にサラリーマンにとっ

て非常にハッピーになります。だから、今の時

点と将来時点を合わせれば、それはそんなにサ

ラリーマンが怒るべき制度なのだろうかという

感じもするのですが。

■八代 それに対しては、仮に、今、国民年金

を受給している高齢者がいなければ、そのとお

りです。ただ、今既に国民年金の受給者がかな

りの数いるわけで、その人たちの扶養を結局サ

ラリーマンも分担することになるわけです。さ

らに、国民年金の加入者には、自分で加入して

自分の給付ももらい、国民年金の高齢者も扶養

する、あるいはそこから自発的に脱退して、民

間の終身年金を買って自分自身の老後をカバー

するという二つのオプションがあるのに対し

て、サラリーマンにはそうしたオプションがあ

りません。強制的に保険料を取られて、世代間

格差と自営業の高齢者の分まで負担させられる
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ということで、やはりフェアではないと思って

おります。

■臼杵 私ばかりではあれですので、盛山さん

の方からお願いします。

■盛山 たくさん問題があるのですが、まず、

細かい話ですけれど、先ほどのサラリーマンへ

のしわ寄せという話は誤解だと思います。確か

に国民年金の未納率は高いので、全体の基礎年

金勘定の中で厚生年金や共済年金から回ってく

る割合が高く、国民年金部分からの分が少ない

というのはそのとおりですが、その払っている

先は今の高齢者です。現在保険料を払っている

人たちを比べますと、国民年金を払っていない

人たちは将来、国民年金をもらえないわけです

から、別に現在のサラリーマンが現在国民年金

を払っていない人たちを養っているわけではあ

りません。ただ勘定が一緒になっているだけな

ので、しわ寄せというのはちょっと言い過ぎだ

と思うのです。

大きな問題に行きますと、税方式と社会保険

料方式の一番大きな違いは、社会保険料方式で

は保険料納付の記録が年金支給に何らかの形で

反映されるのに対して、税方式ではその記録が

完全に消えてしまうということです。社会保険

庁が記録をいいかげんに扱ってきましたから、

そういう社会保険庁のままで社会保険方式を維

持するのは確かに大変危険です。信用できない。

しかし、これはやはりちゃんと直すしかないの

です。きちんとした記録を取って、納付に応じ

て支給がなされるべきです。

先ほど徴収が大変だという話がありました

が、まさに八代先生がおっしゃるように、呼び

方はタックスであろうと保険料であろうと何で

もいいと思います。現在も、自営業であれ、ど

んな人であれ、所得税は一応徴収しています。

もちろんそれだって把握の問題はあるけれど、

把握できているレベルで所得税を払っていただ

いている。そうしたら、同じ構造で保険料を払

ってもらえればいいわけです。では無年金の人

はどうするかというと、これはまた最低保障年

金その他で考えることになりますが、そのよう

に考えれば、別に消費税方式にしなくても、社

会保険料方式でもちゃんと所得を把握して未納

を少なくしていくことができると考えておりま

す。

■堀 私からもいろいろ申し上げたい点がある

のですが、まず八代さんのレジュメの34ページ

下側の論点と、35ページの下側の論点に分けて

コメントしたいと思います。

レジュメの34ページのところですが、昭和60

年に年金改正をするときに、基礎年金の費用は

国民のすべて、すなわちオールジャパンで負担

しましょうということになったのです。サラリ

ーマンのＯＢであろうが、自営業者のＯＢであ

ろうが、国民全員その年金の費用を負担しまし

ょうということです。なぜかというと、日本の

就業人口の構成は、かつては農業者人口、自営

業者人口が半分以上を占めていたのですが、現

在はその層がどんどん減っていて、農業者人口

はもう5～6％にまで減っているのではないでし

ょうか。そうすると、賦課方式の年金制度の下

では、少なくなった今の自営業者・農業者が年

金費用を負担することになるのですが、かつて

自営業者、農業者は非常にたくさんいたので、

そのＯＢもたくさんいる。就業構造、産業構造

が大きく変化したので、自営業者等を中心とす

る国民年金制度は、もう成り立たない。賦課方

式とはそういうものなのです。このため、新し

い国民年金制度に変えて、自営業者だけでなく

サラリーマンをも加入させて、保険料を負担す

るようにしたわけです。これを国民年金の救済

と言われる方がいるのですが、そういうことで

はなく、オールジャパンで基礎年金の費用を負

担しましょうということです。従ってサラリー
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マンが損だ、自営業者が得だということではそ

もそもありません。それから、先ほど八代さん

もおっしゃったように、第1号被保険者の中にも

サラリーマンが相当いるわけですから、未納・未

加入者の中ににはそれらのサラリーマンもいるは

ずです。したがって、サラリーマンに対し怒れと

言ってもどうなのかという感じがします。

それから、右の35ページに移りまして、八代

さんの考えは、年金目的消費税でやれば社会保

険方式と同じになるという結論ではないかと思

うのですが、これはやはり違います。盛山さん

がおっしゃったように、基本的には個々人のベ

ースで、保険料を納めた人には給付する、納め

なかった人には給付しないというのが、貢献原

則という市場原理にも基づく社会保険の考えで

はないかと考えます。

八代さんは医療保険では個人ベースではなく

すべての人が医療を受けると言うのですが、少

なくとも金銭給付に関しては、社会保険方式で

やる場合は、保険料を納めた者には支給し、納め

ない者には支給しないというところが違います。

また、アメリカの例を先ほど持ち出されてい

ましたが、実はアメリカは憲法で、連邦政府が

社会保障や社会福祉を行うのではなく、州政府

が行うことになっています。1935年に社会保障

法を作って連邦政府が年金制度をやろうとした

ところ、アメリカは訴訟の国ですから、訴訟が

たくさん起きたのです。それでどうやって理屈

付けをしたかというと、憲法で連邦政府にも税

の徴収権が与えられていましたので、社会保障

税という形で保険料を負担させて、年金を支給

するという形で始めたのです。したがって、基

本的にはアメリカの社会保障税も、納めた見返

りに年金をもらうという意味で社会保険のシス

テムだと私は思っています。

それから、年金目的消費税にすれば社会保険

と同じだという議論についてですが、高齢者も

消費税を払うので、それが保険料というのなら

消費税を払った分、高齢者にさらに年金額を上

乗せするのでしょうか。あるいは、子どものた

めに買い物をすると消費税を負担しますが、こ

れは子どもの年金費用（あるいは保険料）を親

が負担するのかという感じもします。ちょっと

違う話になりますが、実は専業主婦も同じなの

です。専業主婦も消費はするけれど、それは夫

の収入の中から消費をするということです。そ

うすると、専業主婦も子どもと同じように消費

税を自分では納めないで、夫が納めるというこ

とになるのでしょうか。専業主婦本人が消費税

を納めないと考えれば、それは現在の第3号被

保険者と類似するということになるわけです。

また、現在では海外に居住する人がたくさんい

ますので、いちいち記録を取って、海外に在住

している分だけ年金額を減らすのでしょうか。

少なくともそうしないならば、それは保険では

ありません。つまり、言いたいのは、年金目的

消費税を財源にしても、社会保険料と同じでは

ないだろうということです。

それから、高齢者に対して消費税を課して、

それを年金財源にするということについてです

が、八代さんは世代間格差のためにその分は負

担してもらうという考え方ですね。しかし、実

はこれは現在の高齢者の年金水準を実質的に下

げるだけでなく、現在の若い世代も将来高齢者

になったときに消費税を払いますから、現在の

若い世代の実質的な年金水準をも下げる仕組み

になるのです。現在の世代間格差を是正すると

いうだけで、高齢者に消費税を課すという説明

が果たしてできるのだろうかという感じがいた

しました。

■八代 最後の点は、世代別の人口が一定であ

ればおっしゃるとおりなのですが、後の世代ほ

ど人口が急速に減ってきますから、今生きてい

る多くの高齢者が、生きておられるうちに少し
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でも多く負担してもらえれば、それによって少

しでも後の世代の負担が軽くなるということで

す。

それから、年金制度はオールジャパンで負担

するというのはそのとおりで、農業人口が減る

ということに対してまで自営業に責任を押し付

ける必要はないのです。私が言っているのは、

国民年金保険料の意図的な未納付分までサラリ

ーマンが負っているのは問題ということです。

それは産業構造の変化とは関係ないわけですか

ら。また、現在の基礎年金は、今、保険料を払

っていない国民年金の人を養うのではなく、既

に国民年金の受給者になっている高齢者を、結

果的に今のサラリーマンも養う仕組みになって

いるのだということです。

また、目的消費税方式では、専業主婦を養っ

ている世帯主は、同じ所得の単身者よりも消費

が増えることで、専業主婦分の「保険料」を追

加的に負担することになり、個人単位で見れば、

現状よりも公平な仕組みとなります。

4--------民主党の年金改革案

■臼杵 最後に、民主党が今回政権を取りまし

たので、民主党案を評価していきたいと思いま

す。民主党は2004年には比較的はっきりしたこ

とを言っていたのですが、最近になって、やや

具体的な話になると少しトーンダウンしている

ようなところがあります。一応、資料の13～14

ページ（スライド22～24）あたりにまとめてみ

ましたので、ご覧ください。

民主党案はかなりスウェーデンをモデルにし

ていて、スライド24にありますように、所得制

限付きの基礎年金といいますか、いわゆる最低

保障年金プラス所得比例年金という形が一つの

柱になっています。それから、最低保障年金に

ついては税でやる一方、保険料部分については

みなし給付建てと言われているスウェーデンの

制度をそのまま取り入れています。それから、

三つ目に、自営業もサラリーマンも完全に一元

化するというようなところが大きな柱かと思い

ます。この民主党案の評価、並びに民主党政権

や厚生労働省に対して今後の年金改革、あるい

は年金に関する政策についての要望を含めて、

最後にご意見を伺えればと思います。

■盛山 民主党案は幾つかの点で評価すべきだ

と思っていて、一元化を目標にしているところ

は基本的に大変結構だと思います。それから、

民主党の政策で何が実現するか分かりませんけ

れども、民主党の4年間の政権のあいだに社会

保障番号制を導入してくれれば、私はそれだけ

でも大変評価したいと思っています。多分難し

いと思いますが。

さて、年金制度案についてはまだ具体的な案

になっていませんから、具体的レベルでは評価

しにくいのですが、一番大きな問題は、持続可

能性問題が全く考慮に入れられていないという

ことです。先ほど八代先生から消費税という話

がありまして、私は税方式化については批判的

なのですが、公的年金制度を維持するためには

保険料収入だけではなく、大量の税金の投入が

必要です。詳しくは説明しませんが、個人レベ

ルで払った保険料に見合って将来の年金が給付

されなければ、個人的に年金制度に加入するイ

ンセンティブは働きません。先ほどの国民年金

の未納問題にはいろいろな理由がありますが、

とにかくそういう問題が生じてしまいます。そ

れを解決するためには、保険料に対する一定の

給付額が保障されなければいけない。ところが、

将来の高齢社会の中で、現役世代の割合は恐ろ

しいほど減ってしまいます。そのときに、現役

世代の保険料だけでは絶対に賄えないのです。

従って、それは消費税でも何でもいいのですが、

広く薄く、老人も負担する税金で賄うしかない
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のです。ただし、それをどのように全体的な年

金の仕組みの中に入れていくかということをき

ちんと考えた制度でなければ、議論するには値

しません。今の民主党案はそういうことまでま

ったく考えていませんから、取りあえずは頑張

って考えてくださいと言うしかないように思い

ます。

■堀 おっしゃるとおりで、ほとんど何も分か

っていないのです。ただし、積立方式にはせず

賦課方式です、民営化はしません、政府管掌事

業ですと言っている点は評価できるのではない

かと思います。ただ、骨格は2階建ての年金と

いうことで、自営業者も含めて一元化をすると

言っていますが、それは先ほど言いましたよう

に、なかなか難しそうだと感じています。最大

の問題は財源の確保で、最低保障年金を実現す

るために消費税率が幾ら必要かというと、国民

会議の推計では3.5％ぐらいとしています。実

はこれは国庫負担率が2分の1から出発する場合

の消費税率です。現在は2年間しか2分の1にす

るための財源が確保されていないので、2年後

にはまた国庫負担率3分の1から出発する必要が

あるのです。そして、3分の1から出発すると、

消費税率は4.6～4.7％ぐらい引き上げて、現在

の税率と合計で約10％にする必要があります。

保険料がその分少なくなるから消費税を引き

上げても、同じだという意見もあるのですが、

果たして消費税を増税してと保険料を下げると

いう選択があり得るでしょうか。そこには利害

関係もたくさんあります。国民会議の試算では、

被用者の保険料負担が増えて会社の保険料負担

が減るという指摘がなされています。負担の転

嫁の問題があるという指摘はあるのですが、果

たしてこういう保険料から税への負担の変更に

ついて国民が納得してくれるのでしょうか。

実はここ20年間、国民所得に対する税負担は

ほとんど横ばいか、減税があって下がっている

のですが、社会保険料はずっと上がってきてい

ます。ですから、年金のために使うのだ、医療

のために使うのだ、介護のために使うのだとい

うことであれば、税による財源確保ができると

思います。消費税を年金目的税にすればいいと

いう八代さんの議論もあるのですが、私は国家

の政策として果たして年金だけを消費税で賄う

という施策がありうるのかという疑問をもちま

す。あとの医療や介護、教育などはどうなるの

か。医療目的消費税、公共事業目的消費税にす

る、教育目的消費税にすると言い出しかねない

ので、国家の政策として年金目的税は本当にあ

り得るのかという考えを持っています。

それから、最後にもう一点だけ言うと、民主

党はスウェーデン流のみなし掛金建てを考えて

いるようですが、高齢化率はこれから倍になり

ます。全国民に占める65歳以上の高齢者の割合

は、現在の22～23％から将来は40％を超えるの

です。その中で、みなし掛金建てという制度は

成立しないというか、将来の人は納めた保険料

に見合う年金を現在と同じようにもらうことは

できなくなると私は考えています。だから、こ

れから十分に検討を加えていただきたいと思っ

ています。

■八代 今のご意見を聞きますと、私はお二人

よりは民主党の年金改革をサポートしている方

だと思います。それから、マニフェストには何

も書いていないので、臼杵さんのペーパーのよ

うに2004年の国会に民主党が出した法案をちゃ

んと読まなければいけないのですが、その要約

を37ページに書きました。

私が評価する点の一つは消費目的税をちゃん

と入れているということです。堀さんはなぜ年

金だけなのかとおっしゃいましたが、医療だと

病院の合理化などの余地がありますけれども、

年金は純粋な所得移転なのです。それで、もら

う方は少しでも多い方がいい、負担する方は少
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しでも少ない方がいいということで、完全に利

害が対立します。今の社会保険料だと、国庫負

担を上げることで誤魔化すことができますが、

目的消費税にすると非常に分かりやすく、年金

給付を増やすためにはあと1％消費税を上げな

ければいけない、逆に消費税を上げるのが嫌だ

ったら年金給付を抑制しましょうということ

を、国民が明確に選挙で選択できます。高齢化

社会では、そういう明確な制約条件を制度自体

に入れておかないと、軍備や公共事業を削って

年金に回せという、いわば言い逃れができてし

まいます。それを排除しなければいけないので、

だからこそ私は盛山先生と違って、保険方式を

とりながら、それに税を入れるのはむしろ反対

なのです。純粋に保険方式なら保険料だけで給

付を賄わなければ、モラルハザードが起きます。

だから、今の社会保険料の代わりに目的消費税

にするということで、それが第1点です。

もう一つは、この民主党の年金改革案は、非

常にまじめに世代間格差の問題をとらえている

という点です。所得比例年金部分について、新

勘定と旧勘定に分離して、新勘定は完全に世代

間格差がなく、払った分だけもらえるものにす

ると言っています。旧勘定の処理がややあいま

いなのですが、今、厚生労働省がうやむやにし

たがっている世代間格差の問題にまじめに取り

組んでいるというところを私は高く評価したい

と思っております。

5--------質疑応答

--年金目的税について --

■臼杵 ありがとうございました。時間が4時

半を回っておりますが、フロアの方から四つほ

ど質問をいただいております。ほとんどの質問

にはある程度パネラーの方々からご回答いただ

いていると思いますので、1問だけ取り上げま

して、それでお開きとしたいと思います。

年金目的税が年金のために使われるというこ

とが守られれば良いが、高齢化社会で老齢人口

が増えると、年金を削減しろ、あるいは高所得

者には年金を払わなくていいというミーンズテ

ストによる所得制限が入るのではないか、とい

う質問をいただいております。この点について

はいかがですか。

■八代 この点についてはご説明が遅れたので

すが、ミーンズテストは一切排除します。税と

いっても一般財源の税ではなく、社会保険料の

代わりの社会保障目的税ですから、保険料と同

じで払った分だけもらえるということです。ま

た、払った分というのは国内在住期間で考えま

す。だから、40年間日本にいれば、40年間保険

料を払ったとみなすということです。これは、

先ほど堀先生が言われたように出入国の記録は

要りますが、今の膨大な年金記録に比べればは

るかに簡単です。

それから、消費税だと使う人によって額が違

いますし、個人としてどれだけ負担したかとい

う記録も残らないというのはその通りです。し

かし、これが、逆に、二度と「消えた年金記録」

のような行政上の問題を引き起こさないことに

もなります。個人の負担と給付の関係が曖昧に

なる点は、既に言われたように医療保険と同じ

です。まさに堀先生も言われた応能負担の考え

方であり、個人が納めたものがそのまま返って

くるわけではない。本来、年金というものは助

け合いの制度なのだから、より豊かな人がたく

さん消費して税を納め、しかし、もらう基礎年

金は同じだというのは医療保険と同じであっ

て、私は十分許容される範囲ではないかと思い

ます。

■堀 年金目的消費税にすることについて、私

は可能かどうか非常に疑問があります。年金目的

消費税という名目にしたところで、それは保険
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料とは違うので、やはり高所得の人は年金を受

けるのは遠慮してくれということになりますし、

一般財源を元にしたいわゆる税方式の年金にす

れば、必ず所得制限が入ってくると思います。

諸外国でどうのという議論もありますけれど

も、やはり日本の国民性としては、事前に納め

た保険料に対して権利として年金を受け取ると

いう考えが合っていると思います。生活保護も

法的な権利ではあるのですが、一般の人々を生

活保護受給者と同じようにするような仕組みに

することは、本来あってはならないと思います。

保険料を納めた見返りではない税による給付

は、やはり所得がたくさんある人、資産がたく

さんある人は遠慮してくれというのが、日本の

風土ではないでしょうか。

■盛山 年金目的税という方式そのものに私は

反対なのですが、一つ見過ごされていることが

あると思います。先ほど八代先生は世代間格差

を解消するとおっしゃいました。確かに現在の

若い人と高齢者の世代間格差は少し解消するか

もしれません。しかし、2050年というような時

期を考えたとき、年金目的税があるとして、そ

のときの高齢者比率は大変なものです。という

ことは、かなりの負担が全国民に強いられると

いうことです。そして、そこから年金としても

らっているのは高齢者だけです。現役世代はも

らえません。そのときの現役世代がどう考える

か。そういうことを考えないといけないので、

年金目的税はやめた方がいいと思います。

■臼杵 まだまだ議論は尽きないようですが、

時間ですので、この辺でお開きにしたいと思い

ます。長い間ご清聴どうもありがとうございま

した。

》》コーディネーター《《

臼　杵　政　治（うすき　まさはる）
ニッセイ基礎研究所　年金研究部長

東京大学法学部卒。1981年日本長期信用銀行入行。長銀
総合研究所を経て、98年ニッセイ基礎研究所入社。08年10
月より現職。博士（商学）。労働政策審議会中小企業退職
金共済部会委員、年金積立金管理運用独立行政法人資産運
用委員会委員などを兼務。著書に『会社なき時代の退職
金・年金プラン』（単著）『 アセット・マネジメント・ビジ
ネス近未来 』（共著）等。
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